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（1）　�日本における中国産たまねぎの　　
位置付け

2017年の日本のたまねぎの作付面積は
２万5600ヘクタール、収穫量は約121万
トンとなっている一方で、同年のたまねぎ
の輸入量は生鮮品で29万トン（前年比
4.3%増）、乾燥品で7000トン（同17.7%
増）で合計約30万トンとなっている。

2017年の生鮮たまねぎの輸入量のうち９
割弱が中国産で、次いで、ニュージーラン
ド産、豪州産、米国産となっている（図1）。
毎月一定数量が輸入されているが、山東省
の輸出が本格化する６〜８月に輸入量が多
くなる傾向にある（図2）。

なお、本稿中の為替レートは、１元
=17円（2018年10月 末 日TTS相 場：
16.53円）を使用した。

主要国の野菜の生産動向等
１　中国（たまねぎ）
２　米国（ブロッコリー、レタス、セルリー（セロリ））

調査情報部

１　中国（たまねぎ）

日本が輸入するたまねぎの約９割が中国産であることから、今月号では、主産地の山東
省、甘粛省を中心に中国のたまねぎの生産動向などを紹介する。
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図１　日本の生鮮たまねぎの国別輸入量の推移

資料：農畜産業振興機構「ベジ探」（原資料：財務省「貿易統計」）
　注：ＨＳコード：０７０３.１０-０１１～１３
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図２　中国産生鮮たまねぎの月別輸入量および輸入単価（2017年）

資料：農畜産業振興機構「ベジ探」（原資料：財務省「貿易統計」）
　注：ＨＳコード：０７０３.１０-０１１～１３
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（２）生産動向

たまねぎは、山
さん

東
とう

省、甘
かん

粛
しゅく

省、雲
うん

南
なん

省、
四
し

川
せん

省、河
か

南
なん

省、江
こう

蘇
そ

省など広い地域で生
産されており、その中でも生産量の多い地
域は山東省、甘粛省、雲南省である（図３）。
2018年における中国全土のたまねぎ作付
面積は、７万2000ヘクタールとされてい
る。このうち、山東省が３万8400ヘクター
ル、甘粛省が１万4700ヘクタールと両省
で作付面積の７割以上を占めるため、今号
では、山東省、甘粛省の生産動向を紹介す
る。

ア　山東省、甘粛省の概要
（ア）　山東省

山東省のたまねぎ主産地は、潍
い

坊
ぼう

市、聊
りょう

城
じょう

市、荷
か

澤
ざわ

市となっており、潍坊市には
生鮮たまねぎの加工輸出工場が多く立地し
ている。たまねぎ農家の１戸当たり平均作
付面積は、20 〜 27アールとなっており、
零細･小規模農家が多い。農家の収益性は、

卸売・小売価格の騰落が激しいため不安定
である。また、個々の農家の経験不足によ
る作付け予測の見誤りと市場変化への対応
不足のほか、省政府の適宜適切な情報提供
などサポート態勢が欠けていることも要因
となっている。

（イ）甘粛省
甘粛省の主産地は、酒

しゅ

泉
せん

市、武
ぶ

威
い

市、張
ちょう

掖
えき

市、金
きん

昌
しょう

市が主産地となっている。当
該地域は、標高が高いこと、日照時間が長
いこと、昼夜の寒暖差が大きいことなどか
らたまねぎの生育に適しており、品質の良
いたまねぎ産地として海外に知られてお
り、日本や韓国、東南アジアなどに輸出し
ている。日本には皮むきしたたまねぎ「む
きたま」を多く輸出している。

注：中国では、大きい行政区分から順に、「省級（省、
直轄市など）」、「地級（地級市、自治州など）」、
「県級（県、県級市、市轄区など）」などとなっ
ている。

図３　中国のたまねぎ産地
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イ　定植および収穫時期と品種
山東省のたまねぎ生産は、露地栽培では、

９月中下旬に播
は

種
しゅ

、11月上旬に定植を行
い、翌年６〜７月に収穫する（図４）。山
東省で作付されている品種は100種類以
上あるが、その中でも耐寒性と耐病性に優
れる「紅葉三号」、「中甲高黄」が多く使用
されている。収穫重量は、通常１個当たり
330~400グラム程度である。

甘粛省では、２月下旬〜３月上旬に播種、
４月中旬〜５月上旬に定植を行い、７月上
旬~10月上旬に収穫する（図５）。冬場の

冷え込みが厳しいため育苗は日光温室（注）

を利用するのが一般的である。大型ビニー
ル温室での育苗もあるが、保有者は少ない。

注：「日光温室」は日光を最大限に活用した中国特
有の園芸施設。透光面は南面のみで他の面は
特殊な蓄熱・保温構造で、中国北部の厳冬期
においても無加温で野菜栽培が可能とされて
いる。構造が単純で低コストであることから、
中国の野菜栽培の方式として一般的に普及し
ている。地域によって、さまざまな構造のも
のがある。
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資料：聞き取りを基に農畜産業振興機構作成
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（イ）甘粛省
甘粛省の作付面積は、2011年の２万

7000ヘクタールを境に減少し、その後、

増減を繰り返しながら増加傾向で推移して
いる（表２）。

ウ　最近の生産動向
（ア）山東省

最近の山東省のたまねぎの生産動向を見
ると、価格低迷により農家の収益が減少し
作付け意欲が大きく低下したため、2018

年の作付面積は前年比20%減少した（表
１）。また、単収は、冬の寒さが厳しく春
の到来が遅く、また多雨などによる天候不
順、生育不良から低下する見込みとなって
いる。このため収穫量は減少見込みである。

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下
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図４　山東省のたまねぎの生育ステージ

図５　甘粛省のたまねぎの生育ステージ

資料：聞き取りを基に農畜産業振興機構作成。
　注：本図は、定植、収穫が最も集中する時期を表しており、それぞれの作業は前後の時期にも実際には行われているとみられる。

資料：聞き取りを基に農畜産業振興機構作成。
　注：本図は、定植、収穫が最も集中する時期を表しており、それぞれの作業は前後の時期にも実際には行われているとみられる。

表１　山東省のたまねぎの作付面積、収穫量および単収の推移

年
作付面積（ha） 収穫量（万トン） 単収（トン／ 10a）

前年比
（増減率）

前年比
（増減率）

前年比
（増減率）

2014 43,333 － 260 － 6.00 －

2015 36,667 ▲ 15.4％ 250 ▲ 3.8％ 6.82 13.6％

2016 42,167 15.0％ 280 12.0％ 6.64 ▲ 2.6％

2017 48,000 13.8％ 330 17.9％ 6.88 3.5％

2018（見込み） 38,400 ▲ 20.0％ 255 ▲ 22.7％ 6.64 ▲ 3.4％
資料：山東省農業庁種植業管理処への聞き取りを基に農畜産業振興機構作成。

注：単収は収穫量を作付面積で除して算出。四捨五入の関係から、項目間の計算において、誤差が生じることがある。
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（３）価格動向

ここ数年の山東省と甘粛省の国内卸売価
格の推移を見ると、両省ともに６〜７月こ
ろから下落し、その後、年末年始にかけて
徐々に上昇する傾向がある（図６、７）。
2016年３〜４月は前年の不作の影響を受

け供給量が減少したため価格が大きく上昇
したが、2017年は前年産が豊作であった
ため供給量は安定し、山東省の卸売価格は
キログラム当たり０.6~1.7元（約10~29
円）と低調に推移した。2018年は、生育
不良から品質も悪く、安値で推移している。
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図６　山東省の国内卸売価格の推移

資料：全国農産品商務信息公共服務平台を基に農畜産業振興機構作成

資料：中国蔬菜網を基に農畜産業振興機構作成

図７　甘粛省の国内卸売価格の推移

表２　甘粛省のたまねぎの作付面積、収穫量および単収の推移

年
作付面積（ha） 収穫量（万トン） 単収（トン／ 10a）

前年比
（増減率）

前年比
（増減率）

前年比
（増減率）

2014 14,667 － 120 － 8.18 －
2015 13,300 ▲ 9.3％ 110 ▲ 8.3％ 8.27 1.1％
2016 15,333 15.3％ 130 18.2％ 8.48 2.5％
2017 16,000 4.4％ 133 2.3％ 8.31 ▲ 1.9％

2018（見込み） 16,000 0.0％ 130 ▲ 2.3％ 8.13 ▲ 2.3％
資料：甘粛省農産品營銷管理弁公室への聞き取りを基に農畜産業振興機構作成。
　注：単収は収穫量を作付面積で除して算出。四捨五入の関係から、項目間の計算において、誤差が生じることがある。
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（４）生産コスト

2018年の生産コスト動向を省別に見る
と、山東省は、10アール当たり5925元

（10万725円、2015年比27.4%増）と、
大幅に増加している（表３）。項目別に見
ると、土地代および人件費で全体の生産コ
ストの７割を占め、両コストの上昇が顕著
となっているほか、肥料農薬費も上昇して
いる。人件費は、最低賃金の上昇や労働者

不足により上昇が続いている。農村部の若
者は農業に就くことを好まないため、絶対
的に青年層の労働者が不足している。

甘粛省は、山東省と同様に土地代および
人件費の生産コストの割合が高く、全体の
７割弱を占めている（表４）。労働者不足
により収穫作業効率の低下が懸念されてい
る。

中国の野菜の国内卸売価格は、今夏の高温と台風などの影響を受け、産地で、野菜、
特に葉菜の生育不良、収穫作業および輸送遅延などが発生したため上昇している。
中国農業部の９月の全国の国内卸売市場の調査結果によると、同月の平均卸売価格は、
主要野菜２８品目のうち２１品目において対前月比を上回り、カリフラワー、ピーマン、
きゅうりの上昇率は４０％を超えた。また、対前年同月比も同様で、トマト、ピーマン、
レタスの上昇率は３０％を超えている。特に葉菜類と果菜類の価格の上昇幅が大きい。
これは、高温、台風、豪雨などにより高温障害や病害虫が発生したこと、一部の産地で
は洪水被害が発生し、収穫および輸送が滞り、市場への供給が制限されたことによるも
のである。
需要面では、９月は学校の新学期の開始と中国で２番目に大規模な祝日である中秋節
があったため、野菜の需要が増加した。
地方の動向は以下のとおり。
・北京市

９月の国内卸売価格は過去最高水準を記録した。特になす類は大きく上昇し、じゃ
がいも、だいこんなど保存性が効く野菜は安定していた。

・重慶市
収穫期間が終了した一部の野菜の市場への供給量は減少したものの、天候不順な
どの影響を受けた産地が回復傾向となり、供給量が増加している。

・山東省
台風などにより被災した温室も復旧し、再度、播種および定植が行われたため、
野菜の生産量は比較的安定してきており、市場への供給量は増加し前年同月比を上
回った。

（9月末日現在）

コラム　野菜卸売価格の動向
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（５）国内向け出荷動向

山東省で収穫されたたまねぎは９割以上
が国内向けに、残りが輸出に向けられてい
る。国内向けは大消費地である北京市や天
津市に仕向けられることが多い。2018年
は、山東省の収穫量255万トンのうち、国
内向けが238万トン（シェア93.3%）を
占めるのに対し、輸出向けが17万トン（同
6.7%）と見通している（表５）。

甘粛省は、国内向けが６割、海外向けが

４割となっている（表６）。同省政府は、
これまで以上に輸出先国からの要望に応じ
る態勢を確立し、輸出拡大を図りたいと考
えている。これに先立って、既に20を超
える野菜の生産加工・輸出企業と交渉を行
い企業からの協力を得ている。2018年の
見通しは、日本と韓国に30万トン、東南
アジア諸国に20万トン、国内向けは80万
トンの計130万トンの出荷を見込んでい
る。

表３　10アール当たり生産コスト（山東省）

項目
2015 年（元／ 10a） 2018 年（元／ 10a） 2018 年 /

2015 年比
（増減率）

円換算
（円／ 10a）

円換算
（円／ 10a）

土地代 1,500 25,500 1,950 33,150 30.0％
種苗費 300 5,100 300 5,100 0.0％
肥料農薬費 825 14,025 900 15,300 9.1％
資材費 150 2,550 150 2,550 0.0％
農機具費 150 2,550 150 2,550 0.0％
人件費 1,650 28,050 2,400 40,800 45.5％
その他 75 1,275 75 1,275 0.0％

合計 4,650 79,050 5,925 100,725 27.4％
資料：山東省農業庁種植業管理処への聞き取りなどを基に農畜産業振興機構作成
　注：四捨五入や為替換算の関係から、項目間の計算において、誤差が生じることがある。

表４　10アール当たり生産コスト（甘粛省）

項目
2015 年（元／ 10a） 2018 年（元／ 10a） 2018 年 /

2015 年比
（増減率）

円換算
（円／ 10a）

円換算
（円／ 10a）

土地代 1,650 28,050 2,100 35,700 27.3％
種苗費 630 10,710 630 10,710 0.0％
肥料農薬費 825 14,025 900 15,300 9.1％
資材費 150 2,550 150 2,550 0.0％
農機具費 150 2,550 150 2,550 0.0％
人件費 1,275 21,675 1,800 30,600 41.2％
その他 60 1,020 60 1,020 0.0％

合計 4,740 80,580 5,790 98,430 22.2％
資料：甘粛省農産品營銷管理弁公室への聞き取りなどを基に農畜産業振興機構作成
　注：四捨五入や為替換算の関係から、項目間の計算において、誤差が生じることがある。
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（６）輸出動向

中国のたまねぎ輸出はほぼ生鮮品となっ
ており、ここ数年の輸出量は増減があるも
のの増加傾向で推移している（図８）。
2016年は、収穫量の減少に伴う価格の高
騰から輸出量は減少したものの、2017年
は豊作であったため前年比30.0%増の90
万4220トンと大きく回復した。

主な輸出先国は日本、ベトナム、韓国、
マレーシアで、全体の輸出量の８割近くを
アジア向けが占めている。近年ベトナムへ

の輸出量が増加しており、これは、ベトナ
ム国内需要を国内産だけでは賄えず、その
不足分を中国から輸入しているためであ
る。韓国は、国内産たまねぎの需給に応じ
て中国からの輸入を判断しているため、年
によって増減が大きいのが特徴である。

日本向けは、全体の輸出量の３割程度を
占めており、直近５カ年は25~29万トン
で推移している。ベトナム向けの輸出量が
増加しているものの、依然として日本は中
国の最大の輸出先国となっている。

表５　山東省における仕向け先別の出荷量の推移
（単位：上段：万トン、下段：仕向け割合）

国内向け 輸出向け 計

2014 年
240 20 260

92.3% 7.7% 100.0%

2015 年
230 20 250

92.0% 8.0% 100.0%

2016 年
265 15 280

94.6% 5.4% 100.0%

2017 年
305 25 330

92.4% 7.6% 100.0%

2018 年
（見込み）

238 17 255
93.3% 6.7% 100.0%

資料：聞き取りなどを基に農畜産業振興機構作成

表６　甘粛省における仕向け先別の出荷量の推移
（単位：上段：万トン、下段：仕向け割合）

国内向け 輸出向け 計

2014 年
80 40 120

66.7% 33.3% 100.0%

2015 年
60 50 110

54.5% 45.5% 100.0%

2016 年
90 40 130

69.2% 30.8% 100.0%

2017 年
85 48 133

63.9% 36.1% 100.0%

2018 年
（見込み）

80 50 130
61.5% 38.5% 100.0%

資料：聞き取りなどを基に農畜産業振興機構作成
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（７）今後の見通し

たまねぎの作付面積、収穫量は、山東省
では、農家の予測の見誤りや省政府に野菜
の需給安定の調整弁の機能がないため、不
安定である。また、生産コストは、土地代
と人件費の増大が大きな課題とされている
ほか、種苗費や肥料農薬費も上昇しており、
最近の価格水準では、農家経営は大幅なコ
スト割れとなっているとみられる。

一方で、甘粛省政府は2018年からたま

ねぎの生産、加工、流通に介入し、省を挙
げて価格安定、販路拡大などに取り組んで
おり、これまでの市場原理に任せた中国の
野菜取引とは一線を画した官主体の生産販
売体系の確立を図ろうとしている。

このように、中国のたまねぎ生産は課題
山積の状況にあるが、一方でこれらの課題
を解決するための取り組みにも着手してお
り、課題を克服し、さらなる競争力の強化
の可能性もある。

図８　生鮮たまねぎの国別輸出量の推移
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資料：「Global Trade Atlas」
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（１）　�ブロッコリー、レタスおよびセル
リーの生産・輸出動向など

ア　ブロッコリー
（ア）　作況

カリフォルニア州のブロッコリーについ
ては、2018年9月のモントレー群サリナ
スバレーにおける生産が順調で、単収が高
く、品質も良かった。９月下旬から１０月
上旬にかけての需給状況を見ると、需要は

堅調に推移しているものの、供給量も安定
していたことから市況はおおむね低調に推
移した。気温の低下に伴い品質が良くなっ
ている。

なお、本稿中のドルはすべて米ドルであ
り、為替レートは１ドル＝ 114円（2018
年10月末日ＴＴＳ相場：114.08円）を
使用した。

２　米国（ブロッコリー、レタス、セルリー（セロリ））

米国からは、日本への輸出が多いブロッコリー、レタス、セルリー（セロリ）（以下「セ
ルリー」という）について、それらの主産地であるカリフォルニア州の生産動向などを、
現地報道などを基に報告する。また、トピックスとして、米国における加工用トマトの需
給状況について紹介する。

インペリ アル郡 

サンタバーバラ郡 
ベンチュラ郡 

モント レー郡 

サンルイスオビスポ郡 

サンベニト 郡 

リ バーサイド 郡 

サンタクルズ郡 
フレズノ 郡 

図１　カリフォルニア州の地図

資料：農畜産業振興機構作成
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（ウ）　日本向け輸出動向
2018年8月の米国産ブロッコリーの日

本向け輸出量は2132トンとなり、前年同
月比6.9％増となった（表２）。この背景
には、早い梅雨明け後の猛暑や台風などの
日本の天候不順によって国産品の供給に影

響が生じ、米国産への需要が高まった可能
性があると考えられる。また、輸出額は前
年同月比10.7％増の278万7000ドル（3
億1772万円）となった。輸出単価は前年
同月比3.6％高の１キログラム当たり1.31
ドル（149円）であった。

表１　全米の生鮮ブロッコリー生産者価格
（単位：米ドル/kg）

2017年 2018 年
8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月

生産者価格 1.37 1.81 1.47 1.21 0.89 0.99 0.63 1.03 0.88 1.25 1.03 0.83 1.19
資料：米国農務省全国農業統計局（USDA/NASS）

表２　米国産ブロッコリーの日本向け輸出動向
（単位：トン、千米ドル、米ドル/kg）

2017年 2018年
8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5 月 6 月 7 月 8 月

輸出量 1,995 1,221 926 1,469 1,177 1,606 2,345 832 2,049 1,312 1,182 1,807 2,132
輸出額 2,517 1,587 1,030 1,759 1,407 1,936 2,635 1,082 2,505 1,667 1,483 2,325 2,787
単　価 1.26 1.30 1.11 1.20 1.20 1.21 1.12 1.30 1.22 1.27 1.25 1.29 1.31

資料：米国農務省海外農業局（USDA/FAS GATS Database）

（エ）　�東京都中央卸売市場の入荷量および
卸売価格

2018年8月の東京都中央卸売市場の米
国産ブロッコリーの入荷量は、前年同月比
27.8％増の124トンであった（表３）。ま

た、平均卸売価格は、同5.9％高の1キロ
グラム当たり360円であり、同月に同市
場で最も入荷量の多かった北海道産（同
528円）と比較すると31.8％安かった。

表３　東京都中央卸売市場の米国産ブロッコリーの入荷量および平均卸売価格
（単位：トン、円/kg）

2017年 2018年
8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5 月 6 月 7 月 8 月

入 荷 量 97 102 75 55 82 48 53 71 60 100 84 90 124
卸売価格 340 364 344 394 368 344 398 238 297 324 332 353 360

資料：東京都中央卸売市場

（イ）　全米生産者価格
2018年8月の全米のブロッコリーの生

産者価格は、前年同月比13.1％安の１キ
ログラム当たり1.19ドル（136円）であっ

た（表１）。生育遅れにより価格が上昇し
た前年をかなり大きく下回ったものの、7
〜 8月にかけて高温が続いたことにより前
月からは上昇した。



93野菜情報 2018.12

イ　レタス
（ア）　作況

カリフォルニア州の結球レタスについて
は、2018年9月末から10月初旬にかけて、
品質は良かったものの、供給量が減少した
ことから、市況は上昇した。10月中旬以
降は、供給量が増加したことから市況は下
落に転じた。

結球レタス以外のレタス（ロメインレタ
ス、フリルレタスなど。以下同じ）につい
ては、9月末から10月初旬にかけて、供
給量が平年並みかそれ以下となった中、需

要が堅調で市況は上昇した。また、品質は
おおむね良好であったが、一部で葉焼けが
みられた。

（イ）　全米生産者価格
2018年8月の全米の結球レタスの生産

者価格は、メキシコの高温などの影響によ
りカリフォルニア産の需要が高まったこと
などから、前年同月比13.0％高の1キログ
ラム当たり0.61ドル（70円）となった（表
４）。

（ウ）　日本向け輸出動向
2018年8月の米国産レタスの日本向け

輸 出 量 は、 結 球 レ タ ス は 前 年 同 月 比
24.5％増の925トン、結球レタス以外の
レタスは同約3倍となる88トンとなった

（表５、表６）。結球レタスの対日輸出増は、

米国内での生産増に後押しされた可能性も
ある。輸出単価について、結球レタスは前
年同月比13.1％高の１キログラム当たり
1.08ドル（123円）となった。また、結
球レタス以外のレタスは、同38.3％安の
同1.84ドル（210円）であった。

表６　米国産レタスの日本向け輸出動向（結球レタス以外）
（単位：トン、千米ドル、米ドル/kg）

2017年 2018年
8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5 月 6 月 7 月 8 月

輸出量 29 12 2 564 441 187 51 26 1 - 4 29 88
輸出額 85 37 8 990 844 427 119 50 6 - 8 34 161
単　価 2.98 3.11 3.48 1.76 1.91 2.28 2.32 1.92 6.00 - 2.22 1.16 1.84

資料：米国農務省全国農業統計局（USDA/FAS GATS Database）

表４　全米の結球レタスの生産者価格
（単位：米ドル/kg）

2017年 2018年
8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5 月 6 月 7 月 8 月

生産者価格 0.54 0.70 0.93 0.51 0.67 0.57 0.60 1.03 0.56 0.64 0.57 0.46 0.61
資料：米国農務省全国農業統計局（USDA/NASS）

表５　米国産レタスの日本向け輸出動向（結球レタス）
（単位：トン、千米ドル、米ドル/kg）

2017年 2018年
8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5 月 6 月 7 月 8 月

輸出量 743 825 106 474 638 950 372 94 105 197 74 282 925
輸出額 710 852 100 550 699 1047 483 241 123 240 86 340 1,000
単　価 0.96 1.03 0.94 1.16 1.10 1.10 1.30 2.56 1.17 1.22 1.16 1.21 1.08

資料：米国農務省全国農業統計局（USDA/FAS GATS Database）
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（エ）　�東京都中央卸売市場の入荷量および
卸売価格

2018年8月、東京都中央卸売市場では、
米国産をはじめ海外産の結球レタス以外の
レタス（ロメインレタス、フリルレタスな
ど）は入荷されなかった。同月に同市場で
最も入荷量が多かった結球レタス以外のレ
タスは長野県産で、入荷量は前年同月比
13．2％増の231トン、卸売価格は１キ
ログラム当たり208円であった。

ウ　セルリー
（ア）　作況

カリフォルニア州のセルリーについて
は、2018年9月上旬、サリナスバレーを

中心に生産されていた。生産地域は、次第
に南下しベンチュラ郡オックスナードを経
て、アリゾナ州へ移っていく。供給量は平
年並みとなり、市況は低調に推移した。サ
リナスバレー産セルリーの品質は良好で、
特に大きなサイズのもので実入りが良いと
見込まれている。９月中旬時点でも需要と
供給は堅調に推移していた。

（イ）　全米生産者価格
2018年8月の全米の生鮮セルリーの生

産者価格は、供給量は平年並みであったも
のの、需要が落ち着いていたことから、１
キログラム当たり0.37ドル（42円）と、
前年同月を5.1％下回った（表７）。

（ウ）　日本向け輸出動向
2018年8月の米国産セルリーの日本向

け輸出量は、前年同月比5.9％減の571ト

ン で あ っ た（ 表 ８）。 輸 出 単 価 は、 同
18.9％高の１キログラム当たり0.78ドル

（89円）となった。

表８　米国産セルリーの日本向け輸出動向
（単位：トン、千米ドル、米ドル/kg）

2017年 2018年
8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

輸出量 607 371 465 540 492 433 475 704 596 483 588 693 571
輸出額 397 236 288 338 300 282 298 445 371 316 443 525 444
単　価 0.65 0.64 0.62 0.63 0.61 0.65 0.63 0.63 0.62 0.65 0.75 0.76 0.78

資料：米国農務省海外農業局（USDA/FAS GATS Database）

（エ）　�東京都中央卸売市場の入荷量および
卸売価格

2018年8月の東京都中央卸売市場の米
国産セルリーの入荷量は、前年同月比
20.8%増の29トンであった（表９）。また、

平均卸売価格は、同16.5％安の1キログラ
ム当たり193円であった。これは、同月
に同市場で最も入荷量の多かった長野県産

（同377円）と比較すると、48.8％安かっ
た。

表７　全米の生鮮セルリー生産者価格
（単位：米ドル/kg）

2017年 2018年
8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

生産者価格 0.39 0.38 0.42 0.65 0.52 0.46 0.42 0.56 0.68 0.6 0.54 0.47 0.37
資料：米国農務省全国農業統計局（USDA/NASS）
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（２）　�トピック　～米国における加工用
トマトの需給状況～

米国農務省（USDA）によると、米国は、
中国、インドに次ぐ世界第３位のトマト生
産国である。しかし、他の主要トマト生産
国と比較した場合、米国は加工用トマトに
その比重が大きく偏っている。本稿では、
米国産トマトの大半を占める加工用トマト
の生産・流通および輸出入状況について報
告する。

ア　生産状況
米国で生産されるトマトのうち生鮮流通

用 が 占 め る 割 合 は ご く わ ず か で あ り、
99％以上は加工用が占める。また、その
うち９割以上はカリフォルニア州産であ
り、同州は世界的に見ても有数の加工用ト
マト産地となっている。

加工用と生鮮流通用で用いられる品種は

異なっており、最終的にペーストなどの加
工を施される加工用トマトの生産に当たっ
ては、生鮮流通用の品種と比べて固形部分
の水溶性比率が高い品種が使用されてい
る。主要生産地であるカリフォルニア州で
は８月〜９月が加工用トマトの収穫最盛期
であり、生鮮流通用が主に人の手により収
穫されるのに対し、加工用トマトの収穫は
機械で行われている。

イ　流通状況
米国の加工用トマトのほとんどは、加工

業者との契約栽培下で生産されている。生
産者から出荷された加工用トマトは、一次
加工業者によりペースト状に加工され、大
型の箱・樽詰めで最大18カ月間保管され
る。その後、二次加工業者が、それらに水
や香辛料・調味料などを加え、小売販売や
外食産業向けのスープ、ソース、ケチャッ
プ、ペーストなどに加工している。

表９　東京都中央卸売市場の米国産セルリーの入荷量および平均卸売価格
（単位：トン、円/kg）

2017年 2018年
8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

入 荷 量 24 26 24 25 34 26 25 31 26 28 27 26 29
卸売価格 231 225 210 220 226 216 215 206 205 196 197 197 193

資料：東京都中央卸売市場

など）

図２　米国の加工用トマトの生産・加工・流通ルート（概略図）

資料：USDA「Tomatoes」を基に機構作成
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米国のトマト加工業界では、一次加工を
担う企業と、二次加工を担う企業とが分業
化 す る 傾 向 に あ る。 一 次 加 工 業 者 は

「Marketers」と呼ばれ、Morning Star 
Packing、Liberty Packing Company、
Los Gatos Tomato Products、Olam 
Tomato Processorsなどの企業がある。

二 次 加 工 業 者（ 製 造 業 者 ） は
「Remanufacturers」 と 呼 ば れ、
Campbell Soup、Hunt Foods、Ragu、
Del Monteといった企業がある（表10）。
なお、カリフォルニア州では、ドライトマ
トやトマトパウダーなどのドライ製品を製
造する企業も存在する。

表10　カリフォルニア州の主なトマトペースト企業

企業名 所在地 原料処理能力
（トン / 時）

Marketers

Morning Star Packing Williams 1348

Los Banos 668

Liberty Packing Company Santa Nella 916

Los Gatos Tomato Products Huron 500

Olam Tomato Processors Lemoore 447

Williams 249

J.G. Boswell Tomato Company Bakersfield 411

Corcoran 368

Ingomar Packing Company LosBanos 410

LosBanos 325

Pacific Coast Producers Woodland 294

Toma-Tek Firbaugh 271

Stanislaus Food Products Modesto 75

Remanufacturers

Campbell Soup Dixon 301

Stockton 202

Hunt Foods Oakdale 206

Ragu Stockton 197

Del Monte Hanford 87
資料：Morning Star Packing Companyの資料を基に機構作成

ウ　輸出入の状況
トマト加工業界の国際的な情報サイト

「Tomato News」の記事（2018年９月
12日）によると、2017/18年度（7月〜
翌年６月）における米国のトマト加工品の
輸出額は、6億7500万ドルであった。品
目別に見ると、トマトソースは52.2％を

占め、トマトペースト（39.8％）、缶入り
トマト製品（7.8％）がこれに続いた。輸
出額がピークを記録した2014/15年度

（8億3300ドル）に比べると、ドル高、世
界的な景気停滞などの要因により輸出額が
減少したが、1997/98年度（２億3600
万ドル）比ではおよそ３倍に拡大してお
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資料：Tomato News「US exports in 2017/2018」のデータをもとに機構作成

表11　主なトマト加工製品における米国の輸出量シェア（2016/17年度）

順位 国名 シェア（％） 順位 国名 シェア（％） 順位 国名 シェア（％）

第1位 中国 28% 第1位 イタリア 80% 第1位 米国 32%

第2位 イタリア 22% 第2位 スペイン 8% 第2位 オランダ 18%

第3位 米国 13% 第3位 米国 4% 第3位 イタリア 10%

第4位 スペイン 10% 第4位 ポルトガル 2% 第4位 ドイツ 6%

第5位 ポルトガル 8% 第5位 ギリシャ 2% 第5位 スペイン 6%

第6位 イラン 5% 第6位 オランダ 2% 第6位 ポーランド 5%

第7位 トルコ 5% 第7位 メキシコ 1% 第7位 ベルギー 4%

第8位 チリ 4% 第8位 トルコ 1% 第8位 ポルトガル 3%

第9位 ウクライナ 2% 合計 100% 第9位 中国 2%

第10位 ギリシャ 1% 第10位 エジプト 2%

その他 2% 第11位 メキシコ 2%

合計 100% 第12位 英国 2%

第13位 トルコ 1%

第14位 チェコ 1%

第15位 コスタリカ 1%

第16位 南アフリカ 1%

その他 4%

合計 100%

トマトソーストマトペースト 缶入りトマト製品

り、同国の加工トマト産業が過去20年で
大きく伸長している様子が窺える。

また、2016/17年度の世界のトマト加
工品輸出量をみると、米国はトマトソース
で第1位、トマトペーストで第３位、缶入
りトマト製品で第3位の位置を占めた（表
11）。品目によって異なるものの、カナダ、
メキシコ、日本、韓国などを主要輸出先に

持つ米国は、いまや世界のトマト加工品主
要輸出国の地位を確立しているといえる。

このような米国の競合国としてはイタリ
アやスペインなどの欧州諸国が挙げられ、
米国は今後、こうした国々との差別化を進
める方向性のマーケティングに注力する可
能性があると考えられる。

一方、輸入に目を移すと、米国で消費さ
れるトマト加工品のうち輸入品は6％を占
めているとみられる。最大輸入先であるカ
ナダからはケチャップを中心的に輸入して
おり、他の輸入先としてはイタリア、メキ
シコ、中国、イスラエルなどが挙げられる。
品目別の輸入動向をみると、米国民の食生

活に欠かせないフレンチフライやハンバー
ガーにも用いられるトマトケチャップやト
マトソースが輸入される機会は多く、国内
でトマトが不作に陥った際にはスポット的
にトマトペースト缶の輸入量が増加する傾
向もみられる。
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